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 返還促進策の取組（１／１０） 

 
平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告（提言） 

 

平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告を受
けた平成27年度の機構の取組 

１．返還者全体に対し
て行うべき施策 

(1) 返還意識の涵養 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

○ 機構では、（中略）高校生及びその保護者も含め、奨学生に対する情報及
び利便性の提供並びに返還意識の涵養のため、機構のホームページやス
カラネット・パーソナルの機能を拡充している。 
こうした取組の実施に加え説明会や研修会の充実を一層図るとともに、卒
業後もホームページ等の閲覧が促進される方策を今後検討することで、返
還金が次世代の奨学金の原資になることを広く一般に伝えていくことが望
ましい。 

 

 

 

 

 ホームページやインターネットで提供するコンテンツの改善・
充実及び利用促進等を図る。 

 ガイダンスビデオ『奨学金を希望する皆さんへ』・『奨学生
となった皆さんへ』配信。 

 上記ガイダンスビデオの字幕対応・スマートフォン対応。 

 スカラネットパーソナル経由の在学猶予願提出に対応。 

 地方創生関係の情報掲載について内容を検討中。 

 ホームページのリニューアルを予定。 

 メールマガジン及びスカラネットパーソナルへの登録を促進
する。 

 「奨学金継続願」（※スカラネット経由の手続き）の提出に
先立ち、登録を周知。 

 スカラネットパーソナル登録時におけるメールアドレスの
チェック機能を強化。誤登録発生の改善を図った。 

 メールマガジンについては、読者にとって必要な情報を適切
なタイミングで記載すること及び読みやすさを向上させるため
、コンテンツの工夫を検討する。 

 返還期限猶予期間満了者の発生のピークに先立ち、減
額返還制度を案内する旨の記事をメールマガジンにて試
行的に配信。 
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平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告（提言） 

 

平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告を受
けた平成27年度の機構の取組 

 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 スカラネットパーソナルについては、利用者における利便性
を向上させるため、機能の改善を検討する。 

 スカラネットパーソナル経由の在学猶予短縮願提出に対
応。 

 全国高等学校ＰＴＡ連合会の全国大会等での資料配付を引
き続き行う。 

 全国大会において予約採用の資料を約１万部配付。 

 ８ヶ所の地区大会において資料を配付。  

 奨学生等に対する指導の充実を図るため、奨学業務連絡協
議会、学校職員対象研修会等において、大学等関係教職員
に対して返還の意義等に関する理解を促す。なお、奨学業
務連絡協議会においては、開催地や日程等について検討し
、出席率の向上を図る。 

 奨学業務連絡協議会において、返還指導等の促進に向けた
周知・説明を引き続き行うとともに、３年連続で欠席している
大学等に対して欠席理由等を確認する調査を行い、その結
果を分析する。 

 過去の研修会におけるアンケート結果を踏まえ、学校担
当者向け研修会の時期・開催地・内容等を決定。 

 上記アンケート結果を踏まえ説明資料を作成。 

 奨学業務連絡協議会に３年連続欠席している学校を 

 対象にした欠席理由に関するアンケート調査を実施。 

   （対象校：637校） 
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 返還促進策の取組（２／１０） 
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平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告（提言） 

 

平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告を受
けた平成27年度の機構の取組 

 

 

 

 

(2) 適正な貸与月額
選択の指導 
 

 

 

 

 

 

○ 貸与月額別の延滞状況等の情報を学生あるいはその保護者、学校関係者
等に提供することが、学生等において適正な貸与月額を選択する一助とな
るのではないか。 

○ 機構のホームページにおいて現在提供されている返還シミュレーションにつ
いて、貸与月額の変更及び複数学種の貸与並びに卒業後に想定される収
入・支出を踏まえたシミュレーションが可能となるような機能の拡充を検討
すること、加えて、奨学金継続願の手続き時等において、返還シミュレーシ
ョンの利用が動機付けられるような仕組みを検討することが考えられる。 

 大学等の取組について情報収集し、その結果を提供するこ
との準備を進める。 

 平成26年度に実施した「奨学金説明会実施状況調査」結
果に基づき、奨学金に関する各種説明について大学等
が工夫した事例を取りまとめた事例集を作成。 

 

 貸与月額別延滞状況等の情報を高等学校及び大学等に提
供し、奨学金申込時からの適正な貸与月額選択の指導を促
す方策について、提供する情報の内容、手順及び時期等の
具体的手法を検討する。 

 大学等に対する在学定期採用の推薦依頼、及び大学等
予約採用の決定通知送付に際して、適切な貸与月額の
選択を学生に指導するよう依頼。 

 上記指導について、「奨学金貸与・返還シミュレーション」
の活用を案内。 

 奨学金申込みに係るスカラネット手続きにおいて、重要
事項確認画面を設け、確認及び承諾を求める仕組みと
するシステム改修に向けた準備を行う。 

 機構ホームページにおいて提供している「奨学金貸与・返還
シミュレーション」について、貸与月額の変更や複数学種の
貸与に対応するための機能拡張を検討する。 

 奨学金継続時において、返還に向けた注意喚起及び適切な
（必要最小限度）貸与月額への変更指導を確実に行うよう大
学等に求める。 
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 返還促進策の取組（３／１０） 
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 返還促進策の取組（４／１０） 

 
平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告（提言） 

 

 

平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告を受け
た平成27年度の機構の取組 

 

 

 

 

 

(3) 学校との連携 

 ア 返還の働きか 

   け 

 

 

 

 

 

  

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○ 学校における在学中の返還指導の延長となる内容の文書を卒業生（新規
返還者）に送付する働きかけについては、取組の結果から、文書送付の対
象、内容及び送付時期等の再検討を踏まえつつ、全学校を対象とする等
の一層の推進が望まれる。 

○ 卒業生（新規返還者）に対する返還指導については、個人情報を学校に提
供することに関する具体的な課題を機構と学校で共有の上、その解決に
努め、機構と全学校が取り組める仕組みを検討すべきである。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 各種説明会等の貸与中の奨学生に指導を行う機会を通じて、
「奨学金貸与・返還シミュレーション」の利用を促し、返還意識
の涵養を図る。 

 学校担当者向け研修会において「奨学金貸与・返還シミュ
レーション」の活用を周知する。 

 延滞率の高い大学等に対して機構職員を派遣する際学校
が行っている取組について確認する。 

 

 

 卒業生等（返還開始初年度の奨学生）に対して注意を喚起す
る文書を12月に送付する方法に改め、大学等に協力を強く求
める。 

 文書送付に必要な情報の提供に当たっては、大学等におい
て目的外使用が行われないよう、事前に意思確認を行う。 

 本年度の取組内容について文科省と協議の上、各関係団
体に説明。 

 平成27年11月～12月にかけて、新規返還者に対する働き
かけの文書を送付するよう全学校に依頼。 

 同意書の提出期限を含む実施スケジュールを各学校に通
知。 

 対象者のデータを各学校がダウンロードできるよう準備を
進める。 
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 返還促進策の取組（５／１０） 

 
平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告（提言） 

 

 

平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告を受
けた平成27年度の機構の取組 

 イ 高等学校との 

   連携 

 

 

 
 
 

○ 機構は、高校生やその保護者を対象として、奨学金の申込から返還までを
説明する映像資料（奨学金申込用ＤＶＤ等）の作成及び機構ホームページ
における配信に向けた取組のほか、都道府県の教育委員会が主催する研
修会等に役職員を派遣し、高等学校の教職員における奨学金制度に対す
る理解を深める取組を行っているが、高校に対して一層の協力を働きかけ
ていくことが必要である。 

 
 

 

 高等学校等に配付し、機構ホームページにおいても配信し
ている「奨学金申込希望者向けＤＶＤ」及び「採用候補者向
けＤＶＤ」を引き続き周知するとともに、これらを活用して奨
学金制度や手続き等について、高校生等に十分な説明を
行うよう高等学校等に依頼する。 

 高校等に対する大学等予約採用の推薦依頼に際し、ガ
イダンスビデオＤＶＤを配付。 

 i-Ｆax、事務連絡メールにおいて学校担当者に周知。 

 高校等の教職員向け月刊誌に予約採用を中心とした記
事を掲載し、ＤＶＤについて周知。    

 都道府県教育委員会が主催する説明会等に機構職員を説
明者として派遣する等の方策により、高校関係教職員に対し
て返還の意義等に関する理解を促す。 

  ６地区に機構職員派遣、14地区において資料配付。 

 

 

 

 

 

 

 

 各都道府県における説明会の実施状況をアンケート調
査。 

 説明会実施時に機構奨学金の説明を行えるよう引続き
依頼。 

対象地区 

職員
派遣 

大阪府、徳島県、滋賀県、 
和歌山県、岡山県、鳥取県 

資料
配付 

沖縄県、山梨県、秋田県、 
大分県、北海道、千葉県、 
石川県、長崎県、三重県、 
愛知県、福岡県、静岡県、 
兵庫県、栃木県 
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 返還促進策の取組（６／１０） 

 
平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告（提言） 

 

 

平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告を受
けた平成27年度の機構の取組 

(4) 学校別返還状況
の公開に向けた
取組 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 減額返還の一層
の利用促進 

 

○ 学校との情報共有並びに学校における返還指導に資する情報提供といっ
た取組の趣旨に基づき、各学校における返還指導に用いやすい形になるよ
う、提供する情報の項目については一層の工夫が必要である。具体的には
、個人情報の保護に十分配慮しつつ、返還状況が悪い層を特定できる情報
を加味した上での情報提供が望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 奨学生に対し在学中から減額返還制度の内容をより一層周知することが必
要である。そのためには、返還シミュレーションにおいて、減額返還制度の
利用も加味したシミュレーションが可能になるようシステムを改修することも
含め検討することが望ましい。 

 

 

 在学中から奨学生への指導を効果的に行うため、平成28年
度中の情報公開に向け、大学等に対し、返還等の指導が
行えるための情報提供を行い、大学等との連携を一層深め
ながら、返還意識の涵養及び各種救済制度の周知を図る。 

 全学校に対して「延滞防止通知」を発送。 

 各学校毎の延滞率（平成26年度末時点）等の情報を添
付。 

 全学校に対して、「貸与実績等通知」を発送予定。  

 卒業生（新規返還者）に対する返還指導のため、新規返還
者の個人情報を大学等に提供することに関する具体的な課
題を大学等と共有のうえ、その解決に努める。 

 １.（３）ア「返還の働きかけ」の実施。  

  

 奨学生の将来の返還負担等について、減額返還制度と返
還期限猶予制度の比較等を機構ホームページやパンフレッ
ト等を通じて示しつつ、返還期限猶予制度が減額返還制度
に比べてより将来の負担が大きいことを分かりやすく説明し
、減額返還制度の利用を促す。 

 「新卒等の場合の無職・未就職・低収入」により返還期限
猶予を承認した者に対して、減額返還制度の特長を説明
した文書を返還期限猶予承認通知に同封。 

 減額返還と返還期限猶予の違いを説明する内容を奨学
金返還ＤＶＤに追加。 

 機構ホームページにおいて減額返還と返還期限猶予の
違いに関するＱ＆Ａを掲載。 
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 返還促進策の取組（７／１０） 

 
平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告（提言） 

 

 

平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告を受
けた平成27年度の機構の取組 

 

 

 

 

(6) 現行の督促スキ
ームの強化 
 

 

 

 

 

○ 平成25年度における本委員会の提言を受けて実施した回収委託に関する
試行的取組については、法的処理移行件数及び猶予受付件数において「
ケース②」の効果が最も高いとの結果が得られた。機構は、平成27年度か
ら実施する回収委託について、今回の試行的取組の結果を踏まえたものと
することが望ましい。 

 

 

○ 機構では、機関保証債権の請求における催告書について、返還期日到来
分に係る金額のみを記載し送付している。催告書に記載する金額について
は、返還期日未到来分をも含めた金額を記載した方がよいと考えられる。 

 

 

 

 「奨学金貸与・返還シミュレーション」について、減額返還制
度の利用を踏まえた試算に対応するための機能拡張につ
いて検討する。 

 試算機能の追加案を作成。 

 費用の積算を実施予定。 

 

 延滞３月以上９月未満の者について、平成26年度に実施し
た回収委託に係る試行的取組の分析結果を踏まえた施策
を取り込み、回収委託を実施する。 

 延滞８月目（回収委託開始より５月目）には、延滞が続く
と法的処理または代位弁済が行われる旨を記載した文
書の送付（強い督促）を行うこととした。   

 

 催告書に記載する金額について、返還期日未到来分をも含
めた金額を記載する。 

 所要のシステム改修を実施中。   
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 返還促進策の取組（８／１０） 

 
平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告（提言） 

 

 

平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告を受
けた平成27年度の機構の取組 

２．重点的に働きかけ
るべきグループを抽
出して行う施策 

(1) 返還意識の涵養 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 猶予制度の長期
利用者に対する実
態調査 

 
 

 

 

 

○ 在学猶予中の者における返還意識の希薄化を予防するため、これらの者
に通知文を発送する等の施策を行いつつ、返還シミュレーションやスカラネ
ット・パーソナルの閲覧を動機付ける施策を検討することが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 返還期限猶予制度の通算利用期間が4年～5年超の利用者及び減額返還
制度から返還期限猶予制度の利用に移行した者に対して、収入や就労状
況、減額返還制度についての認知度、返還意識の程度等を含め、実態を調
査する必要がある。 

 

 

 

 

 学校が行う返還説明会において、全ての貸与終了予定者（
在学猶予終了予定者を含む）に出席を指導するよう大学等
に求めるとともに、在学猶予中の者について大学等への情
報提供に努める。 

 各学校が学生に対して行う返還説明会用のマニュアルに
ついて、内容を見直し。 

 スカラネットパーソナルを利用した在学猶予願の提出に係
る新規機能の運用を開始するとともに、学生や大学等に対
し、広く周知する。 

 スカラネットパーソナル経由の在学猶予願提出に対応。（
再掲） 

 「返還のてびき」・「返還説明会用マニュアル」の内容を改
訂し、当該新機能を周知。 

 スカラネットパーソナルによる返還者本人の繰上返還申請
について、引き続き周知する。 

 機構ホームページにて案内。 

 

 延滞者の延滞事由・属性情報の調査等の現状を把握する
調査を継続するとともに、在り方を整理する。また、新たに、
長期に渡り返還期限猶予制度を利用している者等の実態
に関する調査を検討する。 
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 返還促進策の取組（９／１０） 

 
平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告（提言） 

 

 

平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告を受
けた平成27年度の機構の取組 

(3) 減額返還の一層
の利用促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 減額返還制度の利用によるメリットの大きい層、例えば割賦金額の大きい
者等に対象を絞って働きかけを行うことが有効であると思われる。また、返
還期限猶予制度の利用期間満了を控えた者等に対する架電あるいはコー
ルセンターにおける案内の強化等の働きかけも行うことが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 返還に関して相談しやすい環境を整え、相談者に対して的
確な対応を行うため、受託業者に対する実地監査等の実施
により監督を強化する。 

 コールセンターへの内部監査結果を踏まえ、受託業者よ
り人材確保に関する計画書を徴取。 

 上記計画書に基づく状況をヒアリング。 

 マネジメント体制の強化について、機構からの指示を受
け、受託業者において座席レイアウトを変更。   

 コールセンター業務を受託している業者が取りまとめる返還
者等の声を共有し、対応が必要な事項については、各担当
課において改善し、報告する。 

 コールセンターにおける減額返還制度の案内をより充実さ
せるため、ＦＡＱの改善を検討する。 

 コールセンター用ＦＡＱの改訂案を作成。関係部署と協議
中。   

 返還期限猶予制度の利用期間満了を控えた者に対して減
額返還制度への移行を促す方法を検討する。 

 返還期限猶予期間満了者の発生のピークに先立ち、減
額返還制度を案内する旨の記事をメールマガジンにて試
行的に配信。（再掲） 
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 返還促進策の取組（１０／１０） 

 
平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告（提言） 

 

 

平成26年度債権管理・回収等検証委員会報告を受け
た平成27年度の機構の取組 

(4) 機関保証債権の
連絡先照会の活
用 

 

 

 

(5) 学校との連携 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 東日本大震災の
災害救助法適用
地域に係る延滞者
への対応 

○ 機関保証選択者の親権者や「その他連絡先」として登録された者に対して一
定の場合において返還者本人の連絡先を照会するといった取組を行ってい
るが、かかる取組をより早期に実施することが望ましい。 
 

 

 

 

 

○ 学校における学籍事務担当者、奨学金事務担当者及び機構の連携により、
奨学生の適格認定において、例えば長期欠席の段階で速やかに情報を共
有し、振込保留等の必要な対応が行えるよう、より一層の連携強化が必要
である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 引き続き各延滞者における個別の被災状況に配慮しつつも、原則として通
常の督促スキームによることが望ましい。ただし、原発被災地域に居住する
延滞者については、当該地域への金融機関における対応に倣い、引き続き
慎重に検討すべきである。 

 

 「本人以外の連絡先」情報について、引き続きサービサーへ
の提供と住所調査に活用する。 

 返還者本人の住所が不明である場合に加え、機構からの
連絡に対して応答がない場合も、連絡先の確認のため「
本人以外の連絡先」に電話連絡することとした。 

 本人の連絡先がない場合、不通であった場合は、「本人
以外の連絡先」情報をサービサーに提供し、住所調査に
活用することとした。  

 

 学籍事務担当者及び奨学金事務担当者との連携により、長
期欠席者に係る振込保留等を適切に行うよう大学等に求め
る。 

 振込超過金の発生状況並びに奨学金事務担当者及び学
籍事務担当者との連携の重要性について周知するため、
一定の条件により抽出した59校に対して文書を発出。 

 振込超過の実態について理解を得るため、振込超過金の
発生状況を奨学金事務担当者向けホームページにて公
表。 

 振込超過金が発生した「組入願及び再発防止策」を提出
した学校に対して、再発防止策の実施状況を確認するた
めの調査を平成27年６月より毎月実施。 

  

 

 内陸部については、平成26年４月より回収委託を実施。沿
岸部については、平成27年９月より回収委託を実施。原発
被災地域については、引続き被災地対応を継続。 
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【平成26年４月～】 

 真に困窮している奨学金返還者に対する救済措置の充実 

延滞金賦課率の引下げ 

返還期限猶予制度の適用年数の延長 

減額返還制度及び返還期限猶予制度の基準の緩和 

延滞者への返還期限猶予の適用 

減額返還制度の申込みに係る提出書類の簡素化 

 卒業生の延滞率を各学校の推薦枠に反映 

平成26年度の在学採用において、第二種奨学金の推薦枠配分における延滞率の比重を20％から 

 30％に引上げ 

 支払督促申立予告前の試行的取組 

支払督促申立予告実施前の回収委託の段階において、返還期限猶予制度の周知や「強い督促」を 

 実施するといった試行的取組を実施 
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 （参考）平成２６年度における主な施策（１／２） 
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【平成26年７月】 

 各学校の貸与及び返還に関する情報の通知 

返還状況について学校と情報共有 

在学中を含む返還初期における在学生・卒業生への返還指導に資する情報提供 

学部毎・研究科毎の情報を必要とする学校に対しては別途対応 

 

【平成26年10月】  

 学校と連携した返還に関する働きかけの実施及び分析 

学校における在学中の返還指導の延長となる内容の文書を卒業生（新規返還者）に送付するという 
働きかけを依頼 
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 （参考）平成２６年度における主な施策（２／２） 
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学校別内示数割当において 
延滞率を重視 

延
滞
債
権
の
増
加
抑
制
と
回
収
の
抜
本
的
強
化 

平成１６年度～平成２０年度 平成２１年度 平成２５年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

第１期中期計画（Ｈ１６年度～Ｈ２０年度） 第２期中期計画（Ｈ２１年度～Ｈ２５年度） 
返還開始前後を通じる返還意識の涵養の強化 

返還者等に対する利便性の向上 
のためのシステムの全面改修 

返還者等に対する利便性の向上 

モバイルサイトの開設 
（平成21年8月） 

貸与総額や返還時の月々の支払額等をHP上で確認できるシステム
（奨学金貸与・返還シミュレーション）を開始 （平成22年1月運用開始） 

返還者がHP上で自分の返還状況等を確認できるシステム 
（スカラネット・パーソナル）の開始 （平成22年7月運用開始） 

［返還相談センター設置］ 

（応答率 約20％） 

 
 
コールセンター設置･運営（民間委託） 
 （平成21年10月設置） 
  

 
（専門的問合せ（二次受け）は機構で対応） 

応答率の大幅な改善 
コールセンターの設置・運営 

（Ｈ21)63.4％ 

大学等の返還に関する協力体制の強化 第一種30％、第二種20％ 
（H21年度より配分割合強化） 

延滞率の配分割合 10％ 

貸与終了時に徴収 返還誓約書提出時期の早期化 
採用時から返還意識を涵養 採用時に早期化 

（H22年度採用者から） 
取扱変更の周知 
（H21年11月） 

学校の担当職員への説明会 [奨学業務連絡協議会 
参加人数、学校数] 
（毎年実施） 

 
（Ｈ21）3,022名 

より一層の充実 担当職員の適切な対応 

(H20)3,029名 

 
（Ｈ22）2,898名 

適格認定時に自己の 
奨学金情報を確認 借り過ぎ防止・返還意識の涵養 収支状況に基づく必要最小額の確認 

貸与状況・継続意志の確認 

学校毎の貸与及び返還に 
関する情報の公開 各大学関係団体へ事前周知 

学校の取組への支援 延滞の抑制効果 
取扱いについて文部科学省と協議 

（Ｈ22）84.8％ （Ｈ23）89.9％ 

 
（Ｈ23）3,196名 

 
(Ｈ22）828校 

2,453校 

 
2,358校 

 
2,213校 

 
           2,320校 

 （参考）返還促進に係るこれまでの各種施策（１/３） 

第２期中期計画 
Ⅰ-2-(3)-① 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-②-ｷ 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-①-ｴ 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-①-ｱ 

第２期中期計画Ⅰ-2-(1)-① 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-①-ｲ 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-①-ｴ 

（Ｈ24）91.8％ 

[新任者対象研修会] 
（H23からは採用業務研修会も実施） 

＊H22は人数未集計 （Ｈ23）1,525名 
     1,461校 

（Ｈ24）1,657名 
     1,503校 

 
2,406校 

 
（Ｈ24）3,261名 

（Ｈ25）91.5％ 

 
（Ｈ25）3,262名  

2,460校 
（Ｈ25）1,759名 
     1,603校 
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H17年度末延滞1年以上 
約14万件     

法的措置の強化 

強制執行まで徹底した法的措置を実施 延滞９月以上になった者は全員実施 
既延滞者は計画的に全員実施 

 
・中・長期延滞者については回収委託と組み合わせ、 
 委託しても入金のない者 
・時効中断分 

約10万件を対象に集中的に実施 

 
 

 

延
滞
債
権
の
増
加
抑
制
と
回
収
の
抜
本
的
強
化 

延滞者に対する早期の解消指導等の働きかけの強化 

平成１６年度～平成２０年度 平成２１年度 平成２５年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

第１期中期計画（Ｈ１６年度～Ｈ２０年度） 第２期中期計画（Ｈ２１年度～Ｈ２５年度） 

早期における督促の集中的実施 
督促の強化 延滞1～6ヶ月の者に督促を実施 延滞１～３月の者に督促を実施 

（一部民間委託） （一部民間委託） 

リレー口座への加入促進 
確実な返還手段を早期に確保 返還誓約書提出時に 

加入を義務付け 
H22年3月満期者を対象として 
早期化（H21年12月） 

（Ｈ20）99.7％ 
     89.9％ 

学校が行う返還説明会へ 
機構職員を派遣 実施学校数 

派遣人数 

より一層の充実 学生の返還意識の啓発を促進 

（H20）281校 
    延べ300名 

債権回収会社（サービサー）     
による回収の促進 

初期延滞者（新規延滞４～８月）は全員実施（平成22年2月以降） 
委託件数 （平成21年度:6,318件、平成22年度:55,731件、平成23年度:70,296件 平成24年度：75,000件 平成25年度：73,693件）   

延滞状況毎の適切な対応 一部の者にH19年度まで試行的に実施 

中・長期延滞者（延滞８年未満等）は段階的に実施 

（H2１) 56,844件 （H20) 9,011件 
 
 

一部入金者に対する延滞解消までの管理･督促委託 
 

（H22) 87,838件 

（1年以内に入金した約4万件を除き） 

委託件数 （平成21年度:50,526件、平成22年度:32,107件、平成23年度:45,439件、平成24年度：42,323件 平成25年度：44,344件） 

（H23) 115,735件 

（H22）293校 
    延べ324名 

（H23）296校 
    延べ354名 

（H21）282校 
    延べ318名 

新規返還開始者 
全体 

（Ｈ21）100.0％ 
      93.0％ 

（Ｈ22）99.8％ 
     94.4％ 

（Ｈ23）99.8％ 
     95.7％ 

（H2１) 28,175件 （H22) 5,827件 （H23) 12,426件 （H20) 29,075件 支払督促申立予告 

 （参考）返還促進に係るこれまでの各種施策（２/３） 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-①-ｳ 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-①-ｱ 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-②-ｲ 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-②-ｲ 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-②-ｳ 

（H24）297校 
    延べ371名 

（Ｈ24）99.8％ 
     96.5％ 

（H24) 117,323件 

（委託継続分を含む） （委託継続分を含む） 

（H24) 13,965件 

（Ｈ25）99.7％ 
     96.9％ 

（H25) 15,575件 

（H25) 118,037件 

（H25）298校 
    延べ369名 
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事務処理の改善の推進 

 

延
滞
債
権
の
増
加
抑
制
と
回
収
の
抜
本
的
強
化 

平成１６年度～平成２０年度 平成２１年度 平成２５年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

第１期中期計画（Ｈ１６年度～Ｈ２０年度） 第２期中期計画（Ｈ２１年度～Ｈ２５年度） 

将来の延滞の抑制 

猶予に関する情報提供の更なる充実 
返還者を対象とした各種調査の項目に、猶予制度の 
認知状況等に関する質問を記載 

ホームページ等による制度周知 返還期限猶予の目安となる所得金額をHP上に公開 
（平成21年4月） 

返還期限猶予制度の周知 

平成21年度の調査結果を踏まえ、返還者宛の各種通知に 
猶予制度の説明を記載する等、周知方法を改善 

減額返還制度の運用開始 
（平成23年1月開始） 

延滞の抑制 

機関保証制度の周知・奨励 適切な保証制度の選択による保証機能向上 媒体の充実等による制度周知の徹底 リーフレットの配布をはじめとする 
広報の実施（H１８年以降） 

住所不明者に対する調査の徹底 
業務の効率化による調査徹底 

［手作業による登録処理］ 

無延滞者も含めて住所が不明な場合は実施 
電話番号調査を利用して住所調査に活用 

             個人信用情報機関から得られる住所情報を活用（平成22年度以降） 
 

［機械化による迅速化］ ［業務改善による迅速化］ ［学校との連携強化］ 

H20年11月：加盟          
H20年12月：学校宛通知 

（登録への同意を貸与の条件とする） 住所追跡調査・多重債務防止など 
延滞3ヶ月以上の者の個人情報を提供 （平成22年4月） 
個人信用情報機関から得られる住所情報を活用（平成22年度以降） 

 

個人信用情報機関の活用 

（Ｈ21）39.5％ （Ｈ22）45.6％ （Ｈ23）46.4％ 機関保証選択率 （Ｈ20）37.8％ 

（H22） 4,469件 （H23） 6,908件 

承認件数 （H22） 900件 （H23） 5,987件 

 （参考）返還促進に係るこれまでの各種施策（３/３） 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-②-ｶ 

第２期中期計画 
Ⅰ-2-(4)、Ⅰ-2-(3)-① 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-②-ｵ 

第２期中期計画Ⅰ-2-(2)-④-ｱ 

新規登録数 （H24） 9,871件 

（H24） 10,664件 

（H24） 46.7％ 

（H25） 13,047件 

（H25） 14,079件 

（H25） 48.0％ 
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